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② 米の需給安定・経営安定のための施策
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需要に応じた生産の推進
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水田活用の直接支払交付金の概要 【平成30年度予算概算決定額 ： ３３０，４００ （３１５，０００）百万円】

○ 米政策改革の着実な実行に向け、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本作化を進めるとともに、産地交付金により、地域
の特色ある魅力的な産品の産地の創造を支援。

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物 3.5万円／10a

ＷＣＳ用稲 8.0万円／10a

加工用米 2.0万円／10a

飼料用米、米粉用米
収量に応じ、

5.5万円～10.5万円/10a

販売目的で対象作物を生産する販売農家・集落営農

【交付対象者】

【支援内容】
１. 戦略作物助成

＜飼料用米、米粉用米の交付単価のイメージ＞

注１：数量払いによる助成は、農産物検査機関による数量確認を受けていることが条件
注２：※は全国平均の平年単収（標準単収値）に基づく数値であり、各地域への適用に当たって

は、地域協議会等が当該地域に応じて定めた単収を適用

数量払いの単価（傾き）：約167円／kg
助成額
（円/10ａ）

10.5万

8.0万

5.5万

単収（kg/10a）682※532※
(標準単収値）

382※

２. 産地交付金

○ 地域の作物振興の設計図となる「水田フル活用ビジョン」に

基づき、高付加価値化や低コスト化を図りながら、地域の特色

のある魅力的な産品の産地を創造するため、地域の裁量で活用

可能な産地交付金により、二毛作や耕畜連携を含め、産地づく

りに向けた取組を支援

○ また、取組に応じた配分(下表参照)を都道府県に対して行う

対象作物 取組内容 配分単価

飼料用米、米粉用米 多収品種への取組 1.2万円/10a

加工用米 複数年契約（３年間）の取組
※継続分のみ。

1.2万円/10a

そば、なたね 作付の取組
※基幹作のみ。

2.0万円/10a

※ 子実用とうもろこし（飼料用）を含む

※

上記のほか、以下の取組に応じた配分を都道府県に対して行う

① 転換作物拡大（1.0万円/10a）

前年度実績よりも転換作物が拡大し、主食用米の作付面積が減少した場合

に、その面積に応じて配分

② コメの新市場開拓（2.0万円/10a）

内外の新市場の開拓を図る米穀の作付面積に応じて配分

③ 畑地化（10.5万円/10a）

水田の畑地化面積（交付対象水田からの除外面積）に応じて配分
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水田フル活用ビジョンについて （概要）

○ これまでの産地資金の活用計画書を充実させ、「地域農業の設計図」として「水田フル活用ビジョン」を都道府県、地域農
業再生協議会で作成。

○ ビジョンでは、需要が期待できる非主食用米の作付目標や導入する技術など、今後３年間の水田活用の取組方針を記載。

※ 26年度から「水田フル活用ビジョン」の作成が、産地交付金による支援の要件。

※ 作成した「水田フル活用ビジョン」については、作成者によりホームページ等において公表。

＜水田フル活用ビジョンの内容＞

○ 取組方針

・ 作付の現状、地域が抱える課題
・ 作物ごとの生産の取組方針（非主食用米の作付面積の目標、生産拡大に向け
て導入する新しい技術、販売先との連携、活用施策など）

・ 作物ごとの作付予定面積
・ 平成32年度の目標（作付面積、生産量等）

○ 産地交付金の活用方法の明細等

・ 支援対象となる品目、具体的な使途（取組内容）、目標
・ 支援単価 等

都道府県段階及び地域段階の協議会での検討を経て作成の上、5月31日までに
都道府県から国に提出
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米に係る経営所得安定対策の概要

米・畑作物の収入減少影響緩和対策(ナラシ対策)

米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）は、農家拠出を伴う経営に着目したセーフティー
ネットであり、米及び畑作物の農業収入全体の減少による影響を緩和するための保険的制度です。

◯ 農業者の米、麦、大豆等の当年産の販売収入の合計（当年産収入額）が、標準的
収入額を下回った場合に、その差額の９割を補てんします。

◯ 補てんの財源は、農業者と国が１対３の割合で負担します。
◯ このため、補てんを受けるには、農業者からの積立金の拠出が必要となります。
◯ 補てん後の積立金の残額は、翌年産へ繰り越されるため、掛け捨てとはなりません。

補てん額 ＝（標準的収入額－当年産収入額）×０．９

（３）ナラシ対策の仕組み

【10a当たり標準的収入額とは】
通常年に想定される収入額として、前年産以前５カ年の収入額のうち、最高年と最

低年を除いた３カ年の平均収入額で、品目ごと、地域ごとに計算しています。各年産
の収入額は、米であれば、地域の産地品種銘柄のうち、数量の多い上位３銘柄平均
販売価格に、地域の実単収を乗じて算出します。

【10a当たり当年産収入額とは】
当年産の収入額として、品目ごと、地域ごとに計算しています。当年産の収入額は、

米であれば、当年産の地域の産地品種銘柄のうち、数量の多い上位３銘柄平均販売
価格に、当年産の地域の実単収を乗じて算出します。

（１）交付対象者

支援の対象となる農業者は、認定農業者、集落営農、認定新規就農者です
（いずれも規模要件はありません）。

※１ ビール麦、黒大豆、種子用として生産されるものなどは対象となりません。
※２ てん菜、でん粉原料用ばれいしょは、北海道で生産されるものが対象です。

米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょです。

（２）対象農産物

※ 集落営農の要件は、２要件（組織の規約の作成、対象作物の共同販売経理の
実施）に緩和し、「農業経営の法人化」及び「地域における農地利用の集積」
については、市町村が確実に行われると判断するものとします。

農業者ごとに算定

【平成30年度予算概算決定額：746（746）億円（所要額）】
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米穀周年供給・需要拡大支援事業 【平成30年度予算概算決定額 ： 50億円（対前年度同額）】

生産者等

○ 産地と中食・外食事業者等との安定取引に向けたマッチングの取組を支援。
○ 産地の自主的な取組により、需要に応じた生産・販売が行われる環境整備を図る観点から、豊作の影響等により
必要が生じた場合には、産地の判断により、主食用米を長期計画的に販売する取組や輸出用など他用途への販売
を行う取組等を自主的に実施する体制を構築していくことが必要。
○ あらかじめ生産者等が積立てを行い、産地の取組を実施する場合に国も一定の支援。

積立

国

拠出

産地

拠出

拠出
定額、
1/2以内
（※）

主食用米の
① 周年安定供給のための長期
計画的な販売
② 輸出向けの販売促進等
③ 業務用向け等の販売促進等
④ 非主食用への販売

集荷業者・団体 産地自らの自主的な取組

（※） 値引きや価格差補てんのため
の費用は支援の対象外。

生産者等

生産者等

また、取引参加者の利便性を向上させるため、現物市場が共同でシステムの開発・導入を行う場合等に支援。

産地と中食・外食事業者等との安定取引に向けたマッチングの取組を
支援（定額）

〔業務用米取引セミナー〕 〔展示商談会〕

全国事業
民間団体が行う業務用米の生産・流通の拡大に向けたセミナー、展示商談会を支援。

→ 生産者と実需者の連携（マッチング）促進による安定供給の拡大
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主食用米の需給安定の考え方について

○ 「需要に応じた生産を行ってもなお、気象の影響等により、必要な場合」には、主食用米を長期計画的に
販売する取組や、輸出用など他用途への販売を行う取組等を自主的に実施するための支援措置を27年度
から創設。

（米穀周年供給・需要拡大支援事業：平成30年度予算概算決定額 50億円（29年度 50億円））

○ 本事業は34道府県において活用出来る体制整備が図られており、出来秋の需給対策として、今後とも本
事業を継続･推進。（29年度においては25道県において活用。）

○ 30年産に向けては、必要がある場合に、この支援措置を活用して、豊作分を翌年に回し、その分、水田活
用の直接支払交付金を活用して、翌年産の飼料用米等の生産を拡大して、主食用米の供給を絞るといった
取組を定着させ、主食用米の需給の安定を図っていくことが重要。

（水田活用の直接支払交付金：平成30年度予算概算決定額 3,304億円（29年度 3,150億円））

主
食
用
米

飼
料
用
米
等

当年産米
豊
作
分

その分、翌年産の
飼料用米等の生産拡大

翌年産米

翌年に販売
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主な産地 主な取組概要

北海道

【長期計画的販売の取組】
• 需要者と連携した生産年の翌年１１月以降の長期計画的な販売
【輸出向けへの販売促進等の取組】
• 海外向け北海道米ＰＲパンフレットの作成配布
【業務用向け等への販売促進等の取組】
• キャラクター（マツコ・デラックス）を用いた各種メディア及びイベントを活用した「ゆめぴりか」のＰＲ
• 認知度向上に向けた情報収集、データ分析による販路拡大手法の検討

秋田

【長期計画的な販売の取組】
• 需要者と連携した生産年の翌年１１月以降の長期計画的な販売
【業務用向け等への販売促進等の取組】
• キャラクター（小芝 風花）を用いた各種メディア及びイベントを活用した「あきたこまち」のＰＲ
• 食味分析データを用いた販売促進パンフレットの作成配布
• 外食事業者等が参加する各種商談会での試食等の実施

山形

【輸出向けへの販売促進等の取組】
• 海外百貨店等での「つや姫」、「はえぬき」ＰＲキャンペーンの開催
【業務用向け等への販売促進等の取組】
• キャラクター（Ｖ６ 長野 博）を用いた各種メディア及びイベントを活用した「はえぬき」のＰＲ
• 販路拡大に向けたコンサルティング活動

新潟

【長期計画的な販売の取組】
• 需要者と連携した生産年の翌年１１月以降の長期計画的な販売
【業務用向け等への販売促進等の取組】
• 各種メディアを活用した新潟県産米のＰＲ
• ＪＲエキナカ店舗との連携による販売促進活動の実施
• インターネット調査による新潟県産米の認知度・消費者ニーズ等の把握

石川

【長期計画的販売の取組】
• 需要者と連携した生産年の翌年１１月以降の長期計画的な販売
【輸出向けへの販売促進等の取組】
• 現地市場等調査による実需者ニーズの把握や石川県産米パンフレットの作成配布
【業務用向け等への販売促進等の取組】
• 各種メディアを活用した石川県産米のＰＲ
• 毎月２日を「おにぎりの日」に制定し、これを起点にした試食イベント等の開催

配布者限り（参考） 米穀周年供給・需要拡大支援事業 におけるこれまでの主な取組事例


